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2010 年 6 月 7 日 

ＣＨＡｄｅＭＯ協議会 第２回 整備部会 議事録 

 

日 時 2010 年 5 月 27 日（木） 13:30 ～ 17:00 

場 所 東京電力株式会社 電気の史料館 ミュージアムホール 

出席者  

参加団体：1４４（団体）、  参加者数：2１４（名） 

ＣＨＡｄｅＭＯ事務局：姉川、丸田、石川、高木、若林、福岡 

 

議 事 

１． 第２回整備部会の開催挨拶 （東京電力 技術開発研究所 姉川ＧＭ） 

２． 議題 

（１）平成２１年度「電気自動車普及環境整備実証事業の結果報告」等 

     ～ 給油取扱所における急速充電器設置の課題（消防法等）に関するプレゼンテーション 

① 出光興産㈱様 

② 昭和シェル石油㈱様 

③ 新日本石油㈱様 

④ ㈱ジャパンエナジー様 

⑤ コスモ石油㈱様 

⑥ 経済産業省 資源エネルギー庁 石油流通課様 

（２）上記の関連情報の提供（急速充電設備に係る火災予防条例等の取扱いについて） 

① 東京消防庁 予防部 予防課様 

（３）給油取扱所における急速充電器設置の課題（消防法等） ・・・ 方向性の議論 

（４）ＷＧによる検討実施（勉強会の開催）の意思確認等 （整備部会事務局） 

３． 次回の検討テーマの確認等 （整備部会事務局） 

 

１． 整備部会の開催挨拶 （東京電力 技術開発研究所 姉川ＧＭ） 

・ 本日は、石油業界の方が取り組んでいる実証事業の内容について紹介していただきます。 

・ 経済産業省資源エネルギー庁石油流通課様からは、実証事業の総括的なお話をしていただく予

定です。 

・ ＳＳは勿論その他の場所へ急速充電器を設置する時に、出力が５０ｋＷと大型であることから、消防

法の扱いについて東京消防庁様から説明していただきます。また、急速充電器ができて間もない

設備であることから、どの様に整備していくかなどのルールづくりについて方向性の議論させてい

ただきます。 

・ 前回頂いた課題について、順番に進めると解決が遅くなってしまうテーマもあることから、このような

全体会議とは別に作業会（ＷＧ）を立ち上げることで課題解決を加速させようと考えています。本日

または後日、どのテーマに参画したいかの希望を出していただきます。また、テーマもこれで打ち

切りではなく、進めながら追加していきます。 

・ ＣＨＡｄｅＭＯ協議会は、参加するメンバーのボランティアワークで小課題を解決して行くことで成り

立っています。皆さまの大きな負担なく、効率よく課題解決できる場をつくりたいと考えています。 



- 2 - 
CHAdeMO 協議会整備部会 2010/06/07 

 

２． 議題 

（１）平成２１年度「電気自動車普及環境整備実証事業の結果報告」等 

～ 給油取扱所における急速充電器設置の課題（消防法等）に関するプレゼンテーション 

① 出光興産㈱様 

 ～ ガソリンスタンド等における充電サービス実証事業（グリーン電力証書を活用したカード会員向け新

ビジネスモデルに関する開発・実証） 

ａ． 本実証事業の背景および目的 

・ 電気自動車（ＥＶ）の環境整備が最大の目的ですが、今後、サービスステーション（ＳＳ）が広範囲

な充電インフラサービスを提供する役割を果たすためには、継続的かつ発展的なビジネスモデル

の構築が必要である。 

・ また、その役割を維持していくためには、ＥＶの充電のみならず、ＳＳの消費電力の抑制とグリーン

エネルギーインフラの普及拡大が可能なビジネスモデルの構築が必要であり、その課題の抽出を

目的として、ＳＳでの太陽光発電により得られたグリーン電力証書をカード会員に流通させる新ビ

ジネスモデルに関する実証事業を行うこととした。 

※ グリーン電力証書： 

      カーボンオフセットが一番注目されていますが、こちらは電力そのものを扱います。自然エネルギ

ーによって発電された電力を証書化し、購入することで、自らが使用する電気が自然エネルギーによ

って発電されたものとみなすことを可能とした。 

ｂ． 実証事業の概要 

・ ＳＳの消費電力を下げることを目的として、太陽光発電装置の設置と照明をＬＥＤとした。また、太

陽光発電については、遠隔監視によりデータの集約を行ってグリーン電力証書の発行が可能か

実証した。 

・ また、ＥＶの充電設備の設置にとどまらず、ＥＶレンタカー事業の試験も実施した。これらの需要ニ

ーズを確認してビジネス化が可能か検証した。 

・ 現在、港北ニュータウンの中で、ガソリンの給油課金決済についてＥＴＣを利用して実施していま

すが、この技術を利用して神奈川県内５箇所のＳＳにおいてＥＶの充電サービスについても同様に、

認証課金決済にＥＴＣを利用して実証を行った。 

・ ＥＴＣ充電サービスの利用手順は、ＥＶに乗車した状態でＥＴＣ設備のある充電エリアに停車すると、

ＥＴＣにより認証され、認可されれば課金・決済の後に充電設備のロックが解除されて操作可能な

状態となる。これを受けて、ユーザーはＳＳにおける給油と同様に、充電ノズルをユーザーが自らＥ

Ｖに接続して充電を行う。ただし、ＥＴＣにより認証できなかった場合には、ＩＣカードを利用した課

金決済システムを利用する対応をとっている。 

・ 実証事業の実施体制は、出光興産グループがプロジェクトオーナーとして全体統括し、野村総合

研究所様などの協力会社の協力を得て実証事業を運営した。 

・ 実証事業の実施スケジュールは、昨年１０月２７日から今年３月２０日までの約５ヵ月間で実施した。

短期間であったが、ＥＶレンタカーを利用するお客さまに急速充電を体験していただくことにより、

多くのデータを取得することができた。 

ｃ． 実証事業の検証内容 

・ 実証事業の検証内容は、 
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(a)グリーン電力証書申請の実現性及び、省エネ効果の経済性 

(b)グリーン電力証書付加製品・サービス提供の実現性及び経済性 

(c)ＥＴＣ充電サービスの認証・課金・決済システムの実現性 

(d)グリーン電力証書の小口管理（販売）の実現性 

ｄ． 実証事業の検証手法および検証結果 

・ 消防法の課題をクリアしていく必要があり、自分達も所轄の消防署も初めてである事から、仕組み

を理解していただくのに一定の時間を要したことや、消防法をクリアするための費用が必要となっ

た。ただし、本実証事業で想定したビジネスモデルにおいては、概ね問題なくインフラの設置およ

び正常な稼動が担保できることを確認した。 

・ 今後の課題としては、消防法の基準に対して各市町村の消防署が、理解や認識を持っていただく

必要がある。 

・ ＥＴＣ充電サービス等についてアンケート調査を実施した結果、 

(a) 急速充電サービスに、いくらまで支払ってもよいかという質問に対しては、「４００円」程度な

ら良いという回答が半分以上を占め、８割以上の人が急速充電に対して費用がかかるのはや

むを得ないという回答であった。これは、ガソリンと同等なら許容するということである。 

(b) ＥＶの充電場所を選ぶ時に、どの様な点を重視しますかという質問に対しては、一番重視す

るのは最寄り性で「場所が近いこと」であった。次に価格重視であった。 

(c) セルフ給油と比べて「充電サービスは使いやすかったですか」という質問に対しては、約７

割の人がセルフの充電に対して好感度を持って頂いた結果であった。 

・ さらに、ＥＴＣ充電サービスは、他のＳＳの商品・サービスと比べてユーザーのグリーン電力証書の

付加許容率が高く、グリーン電力証書を活用したビジネスモデルとの親和性が高いと考えられる。 

・ ＥＶレンタカーのアンケート調査を実施した結果、 

(a) ＥＶレンタカーを利用した理由に対する質問では、「今、ＥＶが話題になっているから」という

回答が、８割を占めた。 

(b) 「ＥＶの乗り心地や、また乗りたいか」という質問に対しては、快適でありもう一度乗りたいとい

う回答がほとんどであった。 

(c) いくらまでならＥＶレンタカーに支払ってもよいですかという質問に対しては、約４割の人がカ

ローラクラスの「３０分当たり２００～１，０００円」であれば利用するという回答を得られた。 

(d) ＥＶレンタカーの想定される利用用途に対する質問では、「日常的な移動（買い物など）」が

約４割で、「ドライブ」が約３割であった。 

・ ＥＶレンタカー事業を運営した際の車両稼働は、買い物や仕事などの日常的な移動に使いたいユ

ーザーが約４８％存在している。また、利用したい曜日では平日が約４０％、休日が約６０％と分散

しているため、休日のレジャー用途に加えて平日のコミュータ用途への利用意向が見込め、車両

稼働率を確保しやすい可能性があることを示している。 

・ グリーン電力証書を付加した商品・サービスの訴求度のアンケート調査を実施した結果、 

(a) ＣＯ2 を削減するグリーン電力証書制度をご存知か質問したところ、約５割の方が名前だけ

はご存知でした。 

(b) 「グリーン電力証書を通じて環境貢献する場合、「どの方法なら寄付を検討してもよいか」と

質問したところ、「グリーン電力証書分が料金に含まれている商品やサービスの購入による寄

付」と「クレジットカードなどのポイントをグリーン電力証書と交換することによる寄付」が、それ
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ぞれ約３割を占め、グリーン電力証書自体の購入（約６％）を大きく上回った。 

・ グリーン電力証書の認知度は約２０％と高くないものの、約６０％のカード会員が料金の支払を許

容しており、グリーン電力証書に対する支払意欲は高いことを示している。また、洗車、レンタカー

のように非必需的なサービスや、充電サービスやＥＶレンタカーなど環境に優しいＥＶ関連サービ

スに対してグリーン電力証書の付加許容率が高い傾向があり、このビジネスモデルにおけるＥＶ関

連サービスとグリーン電力証書は親和性が高いことを示している。 

（３） SS 事業者の受容性 

・ ２００９年初から２０１５年末までＳＳ５店舗でビジネスモデルを展開した場合には、１店舗あたりの初

期投資費用は３，４２０万円であるのに対し、期待収益は１，７６１万円となり、採算性の確保に向け

て１，６５９万円のギャップが発生すると試算された。ただし、今後、太陽光発電設備や充電設備、

これらに関連する認証課金決済システムのコストダウンが図られれば、事業採算が取れる可能性

がある。 

・ 今すぐに事業化するためには、経済性の面でハードルが沢山ありますが、お客さまの需要度や充

電サービスをガソリンのセルフサービスと同様に利用していただけることが確認できたので、コスト

や法律関係の課題を解決することで、事業モデル化が図れると考えている。 

・ この実証事業が終わった後も引き続き充電サービスを展開して、充電サービスの有償化等につい

て実証試験を行う予定である。 

（質疑・応答） 

・ ＥＶレンタカーを再度利用したくないという回答が約１割ありましたが、その理由は、充電インフラの

整備状況や電欠の心配によるものです。航続距離については、エアコン等の利用により明示した

航続距離より下回ることや、充電量の減り具合が想像以上に速いことを話されていた。 

・ 充電器の設置費用は、本体を含めて約７百万円かかっている。 

 

② 昭和シェル石油㈱ 

 ～ 電気自動車（EV）向け充電サービスとカーシェアリングに関する実証事業 

ａ． はじめに 

・ 充電サービスの実証事業を実施した中で「発見したことや思い知らされたこと」として、ユーザーが

利用できる充電インフラが少ないと実感したことや、これを改善するためには抜本的な対策が必要

であることを皆さんに伝えたいと考えている。 

・ 次世代自動車に対応できるエネルギー供給拠点として、「未来のサービスステーションのイメージ」

を描きましたが、現状では危険物取扱等の法律の規制によりイメージにあるようなＳＳは決してでき

ません。ただし、将来的な思いとしては、水素等の色々な種類の充電装置を設置して、どの様な車

両が来店してもサービスできるＳＳにしたいという思いがあって、今回の実証事業に取り組んでいる

ということである。 

ｂ． 実証テーマ 

・ 昭和シェルの実証試験期間は２００９年１１月１１日～２０１０年８月２日で、実証テーマは、 

(a) 「急速充電システムＰＶ＋バッテリー」は、太陽光発電や車載用リチウムイオンバッテリーを

組み合わせた急速充電器の開発に取り組んでいる。 

(b) 「最適な充電設備・充電方式の検証」は、ユーザー視点あるいは充電サービス提供者の視

点で最適な充電設備や充電方式を検討している。 
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(c) 「地図情報提供・充電予約サービス」は、充電サービスの情報提供や予約等を、カーナビや

ＰＣ端末、携帯電話を通じて提供することである。 

(d) 「ＥＶカーシェアリング」は、ガソリン車も含めてカーシェアリングがＳＳの事業として成り立つ

のかを検討している。 

(e) 「エネルギー管理システム（ＥＭＳ）」は、エネルギー・マネジメント・システムを湘南藤沢のＳＳ

に設置して、色々な電力データを収集すると共に、将来的に色々な充電サービスの装置が増

えた時に、どの様な電力消費パターンがあるのか、また、どの様な省エネ方法があるのかなど

を検討している。 

(f) 「環境価値（グリーン証書等）の提供」は、ＣＯ2 の削減効果を定量化して、ＥＶの利用者や充

電設備の提供者のメリットとして還元する方法がないのかなどを検証している。 

(g) 「ＩＴシステム（認証・課金）」は、認証・課金のＩＴシステムを構築して、急速充電器からはリア

ルタイムにデータを集積して、双方向の情報を提供するサービスを検討している。 

・ 設置した充電設備は、 

 湘南藤沢ＳＳ（神奈川県）      急速充電器(50ｋW)  

 こぶちＳＳ（神奈川県）         急速充電器(30～50ｋW) 

 新潟東ＳＳ（新潟県）         急速充電器(30ｋW) 

 有明水素ステーション（東京都）  急速充電器(30ｋW)  湘南藤沢から移設 

 湘南藤沢ＳＳ（神奈川県）      倍速充電器(200V) 

 上中里ＳＳ（神奈川県）        倍速充電器(200V) 

 台場本社地下駐車場（東京都）  倍速充電器(200V) 

ｃ． 実証結果 

・ 湘南藤沢ＳＳの急速充電器は、認証・課金システムに接続をすることを目的に取替を実施した。こ

の急速充電器は、充電器本体とスタンド部がセパレートのもので、フェリカカードで個人認証を行

っている。 

・ 湘南藤沢ＳＳではカーシェアリングも実施していますが、充電サービス拠点とカーシェアリングの拠

点の間には、以前コーヒーショップであった建物を挟んで実施している。また、カーシェアリングの

認証も、急速充電器と同様にフェリカカードを利用して実施しているので、１枚のフェリカカードで

両方のサービスを受けることができる仕組みにしている。 

・ カーシェリングを実施している敷地は、以前、湘南藤沢ＳＳの一つの敷地として利用していましたが、

給油所の敷地には給電目的以外の車両を駐車してはいけないというルールがあって、今回コーヒ

ーショップの入り口を鉄の塀で囲うことで、給油所の外という扱いにしてカーシェアリングを実施し

ている。 

・ 昭和シェルのＨＰのサイトから「充電器予約サイト」へ入ることができますが、予約のプロセスは、 

        (a) 充電したいＥＶステーションの選択 

        (b) ＥＶステーションの空き情報の確認 

        (c) 予約したい日時を選んで充電器を予約 

      で実施する。 

・ 今回の実証事業を実施した中でユーザーの視点で感じたことは、一般ユーザーが利用できる急

速充電スタンドが少ないことである。モニターの人に色々な意見を頂きましたが、例えばコンビニエ

ンスストアーに急速充電器が設置してあるももの、充電スペースにはガソリン車が駐車していて使
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用できなかったり、市役所の中に急速充電器が設置されていることは知っているが、どこにあるの

か発見することができなかったりという声があった。また、駐車スペースにＥＶを停めたものの、急速

充電器のエラーメッセージが出ていて、誰に連絡して復帰してもらえるのかが分らなくて充電でき

なかったこともあった。 

・ このようなことから、ガソリンスタンドに急速充電器が設置されていることがベターである意見が多か

った。これは、ＳＳには誰かしら居て、困った時には助けてもらえることができる安心感があることや

２４時間営業を実施しているという理由であった。 

・ 充電サービスがビジネスとして成立していない理由と課題は、 

        (a) 充電設備導入の費用負担が大きいこと 

 ・ 設備設置の費用が高額であること（急速充電では５百万円～１０百万円程度） 

 ・ 契約電力が約５０ｋＷ未満のＳＳが大半ですが、急速充電器の出力が５０ｋＷであることか

ら、これを設置できるＳＳが限られていること 

          ・ 設置後の維持管理費やランニングコストかかること（急速充電器のケースでは電力基本料

金やメンテナンスの費用等で月間最大 5～8 万円程度の負担） 

        (b) EV がまだ普及していないことや、将来どの程度普及するか不透明であること 

        (c) 自宅や自社での基礎充電が主となり、外部の充電インフラの利用は限定的であると想定さ

れていること 

        (d) 事業採算性・コスト回収の見通しが立たないこと 

        (e) 料金の課金・徴収手段が無いこと（料金徴収のシステム導入には費用がかかる） 

        (ｆ) 設置スペースの問題や消防法の規制等で設置困難なケースがあること 

などがあることから、抜本的な対策を打たなければ、ユーザーが本当に必要な充電インフラが普及

するのかが心配である。また、ＳＳにＥＶが来店しなくてもお金が入る会員制の仕組みなどが必要で

あると考えている。 

 （質疑・応答） 

・ 急速充電器は直流で短時間充電する設備ですが、倍速充電器は交流２００Ｖのコンセントであるこ

とから、満充電にするには１０時間程度の時間が必要である。ガソリンスタンドでは、短時間で充電

できる急速充電器が圧倒的に有利である。 

・ 実証段階では充電器予約サイトの利用数が少ないので、モニターにシナリオをつくって体験して

いただいた。 

 

③ 新日本石油㈱様 

 ～ ＥＮＥＯＳ ＥＶチャージステーションのセルフ急速充電サービスについて 

ａ． 実証事業概要 

・ 今回の実証事業では、アイミーブ２０台を実際のお客さま（個人モニター）にマイカーとして一ヵ月

半貸出し、走行調査やユーザーのニーズ調査を行った。実証するテーマは、 

◇ サービスステーションにおける「急速充電サービス」の提供 

◇ サービスステーションを拠点とした「ＥＶカーシェアリング」の提供 

◇ カーナビなどを使った充電器設置情報・空き情報の提供（青森県で実施） 

◇ 太陽光発電による電力を使った急速充電サービスの提供（北九州市で実施） 

◇ 急速充電中の付加サービスの提供 
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    の５点です。 

・ 検証期間は、２００９年１１月１１日～２０１０年５月末日 

・ 全国２２ヶ所のＥＶチャージステーションに急速充電器を設置して検証を行った。 

・ ４５名の個人モニターへのＥＶ貸し出しと、９０世帯１３７名の個人モニターが３箇所でＥＶカーシェ

アリングにより、実生活を通じて急速充電の体験調査を実施した。急速充電器は、京浜地区を中

心に約１０ｋｍ圏に 1 カ所の割合で設置した。これは、時速１０ｋｍで走行した場合３０分以内で次の

拠点へ到達することを目安し、「ユーザーが不安無く走行できる設置間隔である」という仮説により

実施した。 

・ ＥＶをマイカーとして利用して頂くためにガソリン車の利用を禁止したことや、一人につき一ヶ所の

ＳＳを担当して調査に加わって頂いた。貸出期間の前半はフリーに利用して頂いて、その後座談

会を開いて意見交換を実施し、後半はテーマを与えた検証を実施した。この期間では、乗るたび

に７０項目のアンケートを実施し、急速充電器の使い勝手や充電中に何をやっていたかなどをｗｅ

ｂ上で質問を行った。 

ｂ． 本事業における急速充電サービスシステム 

・ 急速充電サービスシステムは、「ＥＮＥＯＳサービスステーション向けＰＯＳシステム」をＥＶ用にカス

タマイズして実証した。 

      ◇ 急速充電器の機能をＰＯＳで補完 

◇ 急速充電器の操作（認証・充電操作・精算）は、外設ＰＯＳに集約 

◇ 急速充電器の利用状況はＰＯＳに集められ「店内モニターに表示」、「ナビセンターへ配信」 

◇ 急速充電器が異常停止（フリーズ）した場合は、スタッフが安全確認後ＰＯＳ本体から解除（リ

セット）を行う 

ｃ． 個人モニター調査結果 

・ 個人モニターに対して、ＥＶの評価を調査した結果、 

        (a) ＥＶの走行性能は、「モーター駆動ならではの加速性能と静粛性」が大好評であった。 

        (b) 平均電費は、普通の主婦などが乗ると５～６（ｋｍ／ｋＷｈ）であり、カタログにある１０（ｋｍ／

ｋＷｈ）と大きな開きがあった。 

        (c) 急速充電をしたくなる目安は、「充電容量が５目盛り／１６目盛り（３０％）になる」と充電強迫

観念にかられ」、安心して運転できる充電容量の下限が３０％であった。 

          よって、満充電（１００％）で走行する場合の距離は、６０ｋｍ［６０ｋｍ＝１６ｋＷｈ×（１００％－３

０％）×５ｋｍ／ｋＷｈ］であった。充電量（８０％）ので走行する場合の距離は、４０ｋｍ［４０ｋｍ＝

１６ｋＷｈ×（８０％－３０％）×５ｋｍ／ｋＷｈ］であった。 

・ 個人モニターの利用期間（一ヶ月半）における充電回数の平均値は１８回となっており、その充電

場所の構成比率は、家庭が６０％、ＥＮＥＯＳのＳＳが３０％、他の充電場所が１０％であった。想像

以上に家庭での充電が多かったのは、家庭とＳＳの距離が平均８ｋｍあることから、ＳＳで充電して

帰宅すると１０％の電費を消費することにあることが考えられる。すなわち、急速充電器の設置間隔

を約１０ｋｍ圏と考えていたが、現状ではもう少しに短い距離間隔にないと利用され難いと感じた。 

・ 充電場所の構成比率では家庭が最も多かったが、家庭での充電環境が悪くブレーカーが落ちた

り、いたずらに対する不安等があったりすることがわかった。また、ＥＶユーザーの心理としては、今

までになかった「充電という行為」が生活サイクルに加わったり、外出先を含めた効率的な充電お

よび充電計画が必要であったりするためストレスがあることがわかった。 
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・ ＥＶを充電する拠点としては、サービスステーションが良いという意見が多く、サービスステーション

には車に詳しいスタッフが居るので安心感があることが理由であった。また、モニター期間中に他

の場所で充電する宿題を出した結果、コインパーキングのコンセントで充電したらブレーカーが落

ちて停電となってしまったり、ショッピングモールで充電しようとした方が急速充電器の場所を探す

のに電費してしまったりしたことから、スタッフの居るＳＳに対する安心感が強くなったことが考えら

れる。 

・ 急速充電を使うニーズを調査した結果、 

      ◇ 家庭の充電環境が悪いこと（集合住宅、契約電力量の問題、悪天候時の心配 等） 

◇ 常に一定のバッテリー残量を維持しておきたいこと 

◇ 急速充電器を有効活用し、家庭充電の時間を短くしたいこと 

◇ 週末などに遠出するときに駆け込み的に充電したいこと 

      などであった。 

・ セルフ急速充電サービスにおける課金形態を調査した結果、時間単価（分／円）で擬似課金を行

ったが、同じ量の充電でも充電環境や車両の状態により充電時間が異なるため不満を残す結果

であった。望む声が最も多いのは、充電量従量課金（ｋＷｈ／円）であり、電気料金の仕組みと同じ

でわかり易いとか、公平であるなどの回答があった。ただし、従量課金を行うと電気事業法による電

気事業者でないことなどの課題がある。 

・ また、一回当たりの充電対価を聞いたところ、「５００円程度」であれば受容性が高いという回答が

多かった。ただし、５００円で利用するといっても月に１２回程度利用することから、６千円程度となり

ガソリンとの差が少なく、月額にすると受容できないという意見が多かった。また、月額固定制度は、

従量課金についで望む声が多かった。 

・ 急速充電器本体に対する意見を調査した結果、８０％で止まることへの不満や、充電コードをまた

ぐ必要があるなどレイアウトに対する不満が多かった。レイアウトに関しては、充電ガンの保管位置

の問題や消防法による嵩上げによる操作位置の高さの問題などがあった。今後、小型化や耐久

性・防爆性の向上が必要である。 

・ 充電ガンは、重量感の評価が最も悪く、充電ケーブルの重さ・固さにも一因がある。クルマへの接

続評価では、差し込めたことが確認できるように光や音で確認できることを望む声が多かった。 

ｄ． 今後の課題 

・ 急速充電インフラの配置は、航続可能距離（駆動用バッテリー容量）の短さから高い密度で配置

する必要がある。 

・ 既存のサービスステーションは、消防法の設置場所規制を満足できる「ＥＶ急速充電スペース」の

確保が困難である。また、可燃性蒸気滞留対策の急速充電器の嵩上げのほか、安全性の観点か

ら監視カメラおよびインターホンを設置する以外にも安全対策を検討する必要がある。更に、急速

充電器の状態をスタッフに通知する機能の開発が必要である。 

・ 急速充電サービスの課金を従量課金（ｋＷｈ／円）とした場合、電気事業法や計量法などの問題を

クリアする必要があることから、月額固定制度の検討が必要である。 

・ 充電ガンやコネクタの操作性、耐久性の向上が必要である。 

 

（質疑・応答） 

・ ＥＶを利用した人達の「ＥＶの購入意欲」に対する評価は、４５名のモニターで１名の方がｉ－ＭｉＥＶ
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を予約したことや、価格が現状の半分の２００万円代になり航続距離が３００ｋｍ以上になることが購

入条件とする声が最も多かった。また、購入する場合はセカンドカーとして購入する声が目立っ

た。 

・ 実証試験のモニターは、７割の方が主婦であり、その大半が３０～４０歳台であった。勿論男性のモ

ニターの方もいました。今回の実証試験は、ＥＶが普及したことを前提に実施したので、ファミリー

層から選んだ。６月から実施する自社独自の実証試験では、長い距離を走る方や自宅とＳＳとの距

離が近い方、法人ユーザーをリクルートしようと考えている。 

・ アンケート調査の中で「急速充電器の非常停止に対する内容」がありましたが、この原因は、ユー

ザーの使い方では無く充電器側のシステムの不具合であり、既に解消している。 

・ 個人モニターの「一回当たり平均充電量は５ｋＷｈ」で、充電時間は「１５分程度」であった。当初、

充電時間を３０分位と想定していたので、買い物にでも行ってしまうと考えていましたが、ほとんど

の方がゲストルームで休んでいた。 

・ 雨天時における充電の不安は、モニターが利用開始の頃に多少あるが、研修会等で説明してい

ることもあって特別なものは無かった。ただし、カーシェアリングでは、返却時に充電ガンを接続し

たままにすることから、ｉ－ＭｉＥＶの受け口のカップに水が溜まって充電でききないことがあったの

で、ＳＳのスタッフが注意して水を吸い取ることを行った。 

・ 月額固定制にした場合の対価は「５千円程度」という声が多く、「使用量に応じた料金プラン」を用

意すべきであるという意見もあった。時間課金は、不公平感が強く「１分４０円」や「最初の１分を５０

０円として、１５円まで経過時間に応じて下げる」デモを実施したが、総じて不評であった。 

・ 充電待ち時間の過ごし方としては、７割の方がサービスルームで携帯をいじるなどしていた。サー

ビスルームにＰＣ端末を設置して「ＴＵＴＡＹＡのクーポンをゲットできるサービス」を行ったところ、

大変好評であった。その他の声としては、「コーヒーぐらい用意してほしい」「マッサージチェアがあ

ると良い」という声があった。また、残りの３割の方は、近くのスーパーで買い物を済ませる主婦など

であった。 

・ 個人モニターのデータ配信は、経済産業省様の判断となります。今回のモニターは、全て戸建住

宅にお住まいの方です。 

 

④ ㈱ジャパンエナジー様 

 ～  ＪＯＭＯｅサポートサービスについて 

ａ．ＪＯＭＯｅサポートサービスの概要 

・ 今回の実証試験では、「ＳＳのビジネスモデルとして採算が合うか」ということにフォーカスし、それ

を「ＪＯＭＯｅサポートサービス」と名付けて取り組んだ。サービスの内容は、「充電サービス」「コー

ルセンターサービス」「洗車・軽整備サービス」の３点で、これをパッケージとして販売できないかと

考えた。 

・ 充電サービスでは、急速充電器を２台、２００Ｖ普通充電器を５台、コンセントボックスを５台配備し

た。 

・ コールセンターサービスは、２４時間対応で充電器設置場所情報の案内や電欠時のレッカーサー

ビスの手配を行った。 

・ 洗車・軽整備サービスは、もともとＳＳで実施しているサービスを無料で実施した。 

・ 検証スケジュールは、「１月１８日に、充電設備・コールセンター設置完了と会員募集開始」「２月～
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４月の間で充電データ・サービス利用データ収集」「４月１６～１８日の間でＳＳ店頭アンケート」「４

月～５月の間でＥＶ利用者アンケート・法人総務担当者アンケート・ＳＳマネジャーインタビュー等」

を実施した。 

ｂ． 充電設備について 

・ 急速充電器の設置費用は約１千万円ですが、この内ＳＳのサービス対応費用が約３百万円である

ことから通常は７百万円で取り付けることが可能で、補助金を利用すればもう少し安く設置すること

ができる。２００Ｖ普通充電器は１４０～２４０万円の費用がかかったが、コンセントボックスであれば６

７～９４万円で整備が可能であった。 

・ 充電設備の設置工事における課題と改善策は、 

       (a) 急速充電器充は、投資額９７０万円と高額である。 

        この内、消防対応と顧客認証システム設置、高圧受電設備改造（５０→１００ｋW）に約３２０万

円がかかった。２０ｋW 程度の急速充電器であれば高圧受電設備改造が不要であった。 

      (b) 200Ｖ普通充電設備は、顧客認証対応を想定すれば設置費用は１４０～２４０万円と高額で

あった。コンセントボックスのみであれば、６７万円～９４万円までコスト削減ができる。電欠等

の緊急時対応を想定すれば顧客認証対応は不要である。 

      (c) 消防法の指導指針は、平成 6 年 3 月 29 日付け消防危第 29 号通知（平成 10 年のセルフＳ

Ｓ解禁前）と古く、今回の実証事業の結果をもとに、ＳＳ内での充電器設置基準の再検討が必

要である。 

      (d) 急速充電器設置による基本料金の増額は、年額２０～２５万円と高額であった。理論的には

最大年額５０万円増額が必要であり、基本料金増額の負担軽減措置が求められる。 

ｃ． 急速充電器管理システム 

・ ＥＶユーザーに対して会員証（フェリカカード）を発券することで、 

◇ 急速充電器利用時ユーザー認証（利用者の特定） 

◇ 急速充電器のリアルタイム満空情報の提供（コールセンターサービス） 

◇ 急速充電器利用（時間・電力）実績の取得（課金条件や事業性検証） 

◇ 急速充電器利用時の状態監視（ＳＳクルーによる充電状況監視） 

◇ 急速充電器の異常検知と告知（ＳＳクルーと充電利用者への危険告知） 

◇ クレジットカードを利用した購買（ＳＳ商品やサービスのクレジットカード売上） 

      などのサービスを実施した。 

・ このサービスおける課題（改善の方向性）は、 

◇ 認証機と急速充電器を一体化することでコストダウンを図ること 

◇ フェリカカードによる認証時間が５～１０秒程度かかることから、ＥＶユーザーが不具合と認

識するため、認証のスピードアップを図ること 

◇ 認証システムに課金システムを追加すること 

◇ 充電器設置情報、利用状況（満・空）、故障情報一元的提供が望ましいこと 

    などを確認した。 

ｄ． EV 走行実験 

・ ｉ－ＭｉＥＶを３台、プラグインステラを１台購入し、社内の営業車両として利用することでデータの収

集を実施した。電費の平均値は、５.32（ｋｍ/ｋＷｈ）でカタログどおりに走らせることができなかっ

た。 
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ｅ． 会員制度、充電サービス及び付帯サービスについて 

・ ＥＶユーザーの日常における充電は自宅や会社で行うことから、ＳＳでは長距離走行時の給電や

電欠防止のための緊急時ニーズで利用するケースが多い。このため、充電しなくてもお金が取れ

る会員制しかないと考えている。 

・ １３法人及び１個人ユーザーの方による課金機能の実験を２０１０年５月末まで行った。発券実績と

しては５６枚でしたが、充電サービス利用したのが７会員、付帯サービスを利用が１７件（洗車１４件、

コールセンター２件）であった。充電サービスの３０分に加えて、「洗車等の付帯サービスをする人

は少ない」というのが現場の意見であった。 

ｆ． 各種調査 

・ 入会法人の総務担当者を訪問し、ＥＶ利用状況を確認した結果、営業車として個人に１台割り当

てているケースと、複数の社員に１台割り当てているケースがある。個人に１台割り当てているケー

スでは、航続距離が短く不評との声も聞かれた。また、複数の社員に１台割り当てているケースで

も、航続距離に不安があり、「あまり使用していない」「遠くへ行っていない」との声が聞かれた。 

・ 急速充電器・普通充電器設置ＳＳに来店した EV 利用者を対象にアンケートを実施した結果、充電

施設としてＳＳに対する感想として９７％が「良い」という評価であった。これは、雑誌を読んだり、マ

ッサージチェアを利用したり、コーヒーを飲むことができるバリュースタイルのＳＳであったことが考え

られる。 

・ ＥＶドライバー（３１名）の方へアンケート調査を実施した結果、 

◇ 普段は自宅や会社で充電するが、外出時にはＳＳやコンビニなどの充電施設を利用してい

た。 

◇ ＥＶの不安や不満は、①エアコン使用時の電力減少（１４人）、②電欠（９人）、③充電時間（８

人）、④航続距離の短さ（２人）であった。 

・ 潜在的なＥＶユーザーである「ガソリン車ユーザー」へアンケートした結果、 

◇ ＥＶへの感心は 66％の方が「ある」と高い。 

◇ 希望購入価格は、約半数のひとが２００万円台であった。 

◇ 購入を希望する方の駐車場形態は、一戸建が４６％、マンションが４１％で、集合住宅にお

住まいの方もＥＶの購入希望があった。 

◇ 充電料金の意識は、安ければ利用するが４６％であったが、ガソリン代と同等でも利用３６％、

ガソリン代より高くても利用するが１５％であった。 

◇ ＥＶ購入後も、約７割の方がＳＳを利用するとしていた。 

◇ ＥＶ購入後にＳＳで利用する際のサービスは、充電が４５％、洗車が３０％、点検・空気圧が２

４％であった。 

・ マネジャーインタビューでは、「充電中に店内でモバイルパソコンを持込んで仕事をしている人が

いた」という話があった。 

・ 今回の実証試験では、ＥＶユーザーが少ないということもあってデータが少なかったが、会員カー

ドを持って皆さんに利用して頂けた。今後は、有料化に向けた取り組みが課題である。 

・ 実証期間中は限られた法人ユーザーが中心であったが、今後個人ユーザーが増えるので、引き

続き実証試験を行っていきたいと考えている。 

 （質疑・応答） 

・ 今後個人ユーザー向けのＥＶ販売が行われることや、１２月に日産自動車のリーフの販売が始まる
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ことから、年度内は無料で充電サービスを実施する。 

 

⑤ コスモ石油㈱様 

 ～  サービスステーションにおけるＥＶ充電サービスの実証事業 

ａ． 実証事業テーマ 

・ 受託事業として取り組んだテーマは、 

◇ 急速・普通充電器のＳＳへの設置・運営と、ＥＶユーサーへの充電設備の設置 

◇ ＥＶカーライフサービスパッケージの開発 

 ※ ガソリン車で実施していたオイル周りの仕事が無くなることから、ＥＶに対する同種のサービ

スの開発に取り組んだ。 

・ 自主事業として取り組んだテーマは、 

◇ 認証・課金システムの構築 

◇ グリーン電力証書発行システムの構築 

      以上の４つのテーマを柱に取り組んだ。 

ｂ． 充電器設置場所 

・ 充電器の設置は、東京に「急速充電器を１箇所、普通充電器を１箇所」、神奈川県に「急速充電器

を４箇所、普通充電器を１箇所」、大阪府堺市に「急速充電器を１箇所」の３つの地域で行った。 

ｃ． 給油所への急速充電器設置工事 

・ 東京都と神奈川県の５箇所のＳＳに急速充電器を設置した実績は、 

◇ 設置コストは、１ＳＳあたりの設置費用は８６０～１,５６０万円と高額であった。５箇所のＳＳの内

２箇所では補助金を１７５万円頂いたので安くなったが、それでも高額であった。 

◇ 平均工期は１１．２日（最長１５日、最短９日）。ＳＳにとつては、大掛かりな工事となった。 

◇ 高圧受電設備の変圧器取替が停止工事となることから、ＳＳは夜間に１２時間程度の営業を

休止した。また、ＳＳによってはケーブルの埋設工事を行い、構内で通行規制が必要となるな

どの営業支障が発生した。 

◇ 給油所敷地内へ急速充電器を設置するためには、急速充電器の板圧を厚くするなどの仕

様変更が必要となった。セスフ計量器以上の安全対策を講じるように、消防署からの指導が

あった。 

◇ 急速充電器の設置場所は、ガソリンを安全に給油する「給油空地」外にすることや、地下タン

クの「油設機器」との距離等により設置場所が限定された。これらの消防法の制約により、ごく

狭いスペースにしか急速充電器を設置できないことから、将来的にＥＶ需要が増加しても複

数の急速充電器を設置することは極めて困難である。 

d． 給油所への急速充電器設置コスト 

・ ５ＳＳの内、４ＳＳにおいて動力トランス交換が必要となり、そのコストは、認証システムを含む急速

充電器の費用は５８０万円（４８％）、安全対策工事を含めた電気土木工事が５５０万円（４６％）、看

板工事が７０万円（６％）であった。機器本体コストと併せて設置工事コストの低減が課題である。 

ｅ． 給油所への急速充電器設置に伴う安全対策 

・ 給油所への急速充電器設置に伴う安全対策としては、インターホンや監視カメラの設置、ゲストル

ームへ急速充電器の異常を知らせるパトライトの設置、消火器と衝突防止ポールの設置が必要と

なった。これらの安全対策の内パトライトの設置は、セルフのＳＳでも必要していないが消防署から
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設置の指導があった。 

ｆ． 給油所での急速充電器の設置場所 

・ 消防法以外の制約で急速充電器が設置出来ない場所は、「建物及びセルフ洗車導線」「手洗い

洗車スペース」となっている。 

・ 加えて消防法に係る制約で急速充電器が設置出来ない場所は、「給油空地と注油空地」「地下タ

ンク上部」「注油口から３ｍ以内、通気管から１．５ｍ以内」「道路から２ｍ以内」「建物から３ｍ以内」

となっている。このため、大型のＳＳであっても急速充電器の設置スペースは限定され、お客さまの

利便性等を踏まえて設置場所を選択することができないのが現状である。 

ｇ． 充電サービスへの課金について 

・ ＥＶユーザーを対象にアンケート調査を実施した結果、充電サービスを有料化した場合に利用し

ないという回答なかった。一方で、料金によっては利用するという回答が５２％あり、有料化した場

合の料金について、ユーザーがその動向を注視していることがうかがえる。 

・ 充電量（kWh）あたりを希望するユーザーが６１％を占め、電気代についてもガソリン同様「使った

分だけ支払う」という考えが多いことがうかがえる。また、充電時間あたりの課金を望む回答は０％

であった。 

・ 充電時間と電力量の相関を確認したところ、同じ充電時間で電力量に最大５倍の開きがあり、ユー

ザー側のわかりやすさや公平性を考慮すれば充電量（kWh）あたりの料金設定が望ましい。なお、

1 回あたりの充電実績は、電力量４．２kWh、充電時間１２分５６秒であった。ただし、これはＥＶの性

能を理解してくると充電残量を残さずに運転する傾向にあるので、同様に充電（量・時間）につい

ても増加傾向にあると考えている。 

・ ＥＶユーザーの考える充電サービス料は、１回あたりを希望するユーザーも使い放題を希望するユ

ーザーも、月額の負担は「３，０００円程度」であった。１回あたりの充電サービス料のアンケート結

果では、「５００円」が妥当と回答したユーザーが最も多く、最低５０円から最高２，０００円を平均す

ると４５０円となった。使い放題の充電サービス料（月額制）については、３，０００円が妥当と回答し

たユーザーが最も多く、最低５００円から最高１０，０００円を平均すると２，４００円であった。 

ｈ． 急速充電器設置コスト低減の方向性 

・ 急速充電器設置コスト約１，０００万円をＥＶユーザーが負担することで試算すると月額２万円となり、

アンケートによる月額負担３，０００円を満たすことは不可能であり、現状の設置コストでは充電サー

ビスのビジネス化は難しい。ＥＶユーザーニーズに応える急速充電器の設置普及には、設置コスト

の削減が必要不可欠である。 

・ 設置コスト低減の方向性としては、 

◇ 機器本体のコストの低減は、機器メーカーの取り組みによるコスト低減を期待する。 

◇ 設置工事コストの低減は、設置事業者の購買方法の工夫（入札など）でコスト低減を実現す

る。 

◇ 急速充電器を設置する費用の負担は、受益者が設置コストを負担する仕組みが必要であ

る。 

※ 受益者とは、自動車メーカー、自動車販売事業者、電力会社、ＳＳを含む充電器設置事

業者、ＥＶユーザー等 

・ アンケート調査の結果では、急速充電器の設置場所をＳＳに望む回答が最も多く、理由としては

「２４時間営業していること」「スタッフが常駐していること」「気兼ねなく利用できること」であった。Ｅ
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Ｖユーザーの要望を満たすためには、ＳＳに急速充電器を設置できる環境を整える必要があるの

で、今後も研究・検討を進めたいと考えている。 

・ ６月以降も実証試験を継続しますので、多くの方に充電サービスを受けるカードの入会をお願いし

ます。 

（質疑・応答） 

・ 急速充電器の同じ充電時で電力量に最大５倍の開きがあるのは、リチウムイオン電池の特性で、Ｓ

Ｓへの来店時におけるＥＶの電池残量の違いから発生している。 

 

⑥ 経済産業省 資源エネルギー庁 石油流通課様 

 ～  次世代サービスステーションの展開における関係法令及びビジネス課題に関する調査 

ａ． はじめに 

・ 石油流通課は、石油流通の中で最も下流に位置するガソリンスタンド（ＳＳ）を所管する部署です。

ＳＳは石油製品を消費者に向けて供給してきたが、省エネや新エネの観点からＥＶが普及してくる

と予想される。そうした環境変化にＳＳ業界が対応していけるように、ＥＶの本格普及を見据えて、

実証事業などを行っている。 

・ 何時までたっても充電サービスは儲からないということではなく、早くコストセンターからプロフィット

センター（profit center）になっていくことを目指して、日々次世代ＳＳのあり方について検討を行っ

ている。 

ｂ． 検討の背景及び目的 

・ 平成２１年２～３月に「次世代ＳＳの在り方に関する研究会」を開催して、ＳＳの強みを活かした総合

エネルギー販売業化に向けて、次世代ＳＳの展開の在り方及びそれに係るビジネスや、制度など

の課題が整理された。 

・ 抽出された課題は、 

◇ 社会システム・技術上の課題： 望ましい充電方式の在り方の検討。会員制ビジネスモデル

の模索。 

◇ 制度上の課題： 低コストの充電等を提供する環境整備。 

◇ ビジネス上の課題： 太陽光パネル設置等のサービス展開に関する検討。業界の取組（消

費パターンの確立等）。 

・ 課題解決に向けた主な取り組みは、 

◇ ガソリンスタンド等における充電サービス実証事業の実施。 

◇ 次世代サービスステーションの展開における関連法令及びビジネス課題に関する調査。 

◇ 次世代ＳＳ人材育成事業 等。 

ｃ． 次世代ＳＳにおけるサービスの想定 

・ 想定される次世代ＳＳのサービスは、充電や情報サービス、カーケア、レンタカー・カーシェア、太

陽光発電などが考えられ、これらの実証を実施している。 

d． 次世代ＳＳに係る法規制の現状と課題 

・ 我が国のＳＳが、消防法により危険物の取扱所として規制を受けているため、ＳＳは危険物とは関

係のない設備を設置する場合や給油以外のビジネスを展開する場合において、消防法による規

制を考慮する必要がある。そのため、ＥＶへの燃料供給等の次世代ＳＳにおけるサービスを行う場

合の消防法との関係に加えて、関連する法令も含めて整理した。 
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・ 次世代ＳＳに関係する法令等の例としは、 

◇ ＥＶへの燃料供給面では、「給油取扱所に設置される充電設備の技術上の基準等に係る運

用上の指針について（通知）（平成６年）（政令第１７条第１項第２２号、省令第２５条の５）があ

る。 

→ 充電機器の周辺に、ＥＶに充電するための専用の場所を保有すること等が必要となる。 

◇ EV の整備・点検に係る教育や検査登録では、労働安全衛生法第５９条（規則第３６条第４

項）がある。 

→ ＥＶの整備・点検には、低圧電気取り扱い業務（直流７５０ボルト以下）に係る特別教育の

受講が必要となる。 

◇ ＥＶシェアリング・レンタカーの事業許可では、道路運送法第８０条第１項がある。 

→ ＥＶシェアリング、レンタカー業を行うためには、「自家用自動車有償貸渡業」の許可が必

要となる。 

・ 関連法規制整理表は、配布資料のとおり。 

・ 平成２１年度ＥＶ普及環境整備実証事業の事業者に対するヒアリングを通じて、急速充電器設置

の際のかさ上げ等の次世代ＳＳに対して適用される法規制の運用状況や、制度や運用の課題や

改善要望について整理した。 

・ 例えば、急速充電器設置の際のかさ上げ規制では、急速充電器の設置は床面から６００ｍｍ上げ

るのを基本としていることがわかった。ただし、所轄の消防によって対応が異なるので、個別に応じ

ていくことが必要となっている。 

・ ヒアリングを通じて、消防の運用等における課題として、「消防に携わる方の理解が電気に及んで

いない」、「許可が下りるまで時間がかかることや、費用を見積もることが難しい」といったことが確認

できた。 

・ 海外における次世代ＳＳに関連する法規制を調査しましたが、現在では、ガソリンスタンドへの設

置事例があまりなく、その他の施設においても、日本の急速充電設備と同様の設備がほとんど設

置されていないことから、日本にとって参考となるような事例はなかった。（米国では、カリフォルニ

アのＳＳ１件のみ） 

・ 次世代ＳＳに係る法規制の現状と課題をまとめると、充電設備を設置する際の問題として、消防に

よる対応が市町村により不統一※であること、また、急速充電設備は登場して間もないために、消

防が非常に慎重な対応を取っているという現状がわかった。今後、ＳＳを EV 向け充電インフラの拠

点として整備していくのであれば、急速充電設備に対する各市町村の消防の理解や認識を高め

ていく必要がある。 

※ 例えば、「給油取扱所に設置される充電設備の技術上の基準等に係る運用上の指針」で定

められている取扱いに係る技術上の基準では、「充電設備の取扱いは、給油取扱所の係員

の管理下で行うこと」とされている。この管理下の解釈について、「監視カメラの設置」、「目視

監視」または「パトライトの設置」など、消防毎に不統一となっている。 

ｅ． 次世代ＳＳに係るビジネスモデルの現状と課題 

・ ＥＶ向け充電インフラ等に関連した次世代ＳＳにおけるビジネスモデルについて、ユーザーのニー

ズやＳＳ事業者意識の分析や、海外先進事例調査を通じて、ビジネスモデルの実現性を検証した

結果、 

◇ 充電サービスについては、他のサービスに比べて、ユーザーの利用意向が高い。一方で、



- 16 - 
CHAdeMO 協議会整備部会 2010/06/07 

中小ＳＳ事業者の導入意向は、充電サービスが「投資に見合った効果が見込めない」との理

由で低くなっている。 

◇ 情報サービスについては、充電器空き情報等の充電関連情報の配信サービスについて、ユ

ーザーの利用意向が高い。一方で、中小ＳＳ事業者の導入意向は、「サービス内容がよくわか

らない」との理由で低くなっている。 

◇ カーケア・メンテナンス面では、これまで主にＳＳでサービスを提供してきた洗車、点検、清掃

については、ＥＶを利用する際にも利用したいユーザーが多い。中小ＳＳ事業者の導入意向も、

これらのサービスについては高い。一方で、消耗品については、中小ＳＳ事業者の高い導入

意向に対して、ユーザーは利用意向が低い。 

◇ レンタカー・カーシェアリングでは、他のサービスに比べユーザーの利用意向が低い。これ

は、ＳＳでのレンタカー等を利用するユーザー認知度が低い可能性があるためである。中小Ｓ

Ｓ事業者の導入意向も、「投資に見合った効果が見込めない」との理由で低くなっている。 

◇ 新エネ・省エネ関連サービスでは、充電やカーケアなどのＥＶ関連サービスに比べて、ユー

ザーの利用意向が低い。また、中小ＳＳ事業者の導入意向は、「サービス内容がよくわからな

い」との理由で低くなっている。 

・ ＳＳにおける急速充電サービスの活用意向は、駐車場における充電環境と自宅外充電の想定場

所から、ＳＳでの急速充電サービスのニーズについて検証を行ったところ、３人に１人は、自宅外の

充電場所としてＳＳを利用したいと考えていることがわかった。 

・ 自宅の駐車場におけるコンセントの有無を確認したところ、約６割の人がないと回答した。理由とし

ては、集合住宅などに住んでいて駐車場がないなどが考えられる。また、コンセントがあると回答し

た人でも、そもそもコンセントが自分の管理下にない等の理由から自由に使えない人や、駐車場

に屋根がなく、雨天時の利用が不便などの理由から条件付であれば利用できる人があわせて約１

割いた。更に、この約７割の人に駐車場の改良意向を確認すると、４４％の人が「意向がない又は、

どちらともいえない」と回答し、この人達が潜在的なＳＳ充電利用者であると認識した。 

・ 海外の充電インフラを活用したＥＶ向けサービスの事例を整理したところ、使用する電力の平準化

による電力料金の負担軽減（V2G)や、乗り捨て可能なＥＶシェアリング（オートリブ）の可能性につ

いて示唆を得た。 

・ 次世代ＳＳに係るビジネスモデルの現状と課題をまとめると、自宅での充電が行えないユーザーが

全体の４割強存在しており、自宅外の充電場所としてＳＳに対する期待が高い。一方、中小ＳＳ事

業者のＥＶ向け充電サービスの導入意向は、投資に見合った効果が見込めないなどの理由から、

低い割合に留まっている。 

• 今後は、ユーザーのニーズの高い充電サービスとカーケアを中心に、ＳＳで提供できるサービスをパ

ッケージ化した上で、会員登録していれば何回でも充電が可能にするなどのユーザー利便性を高

める工夫を行うことにより、充電以外のサービスを付加した、会員制のビジネスモデルが構築できる

可能性があると考えられる。 

• 充電設備が導入されたＳＳにおいては、EV レンタカーや EV シェアリングなど、ユーザーの自動車利

用スタイルの変化に対応したサービスの導入や充電に付加したサービスによる収益の増大が期待

でき、持続的かつ発展的なビジネスモデルの一つとして有望であると考えられる。 

ｆ． 総括 

• 自動車ユーザーの約半数がＥＶの購入意向を持っているが、自宅での充電が行えないユーザーが
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４割強存在し、自宅外の充電場所としてＳＳに対する期待が高い。したがって、ＳＳにおけるＥＶ向け

充電インフラの整備は、ＳＳに新たな事業機会となることが考えられる。 

• 制度面については、消防による対応が市町村により不統一であること、急速充電設備は登場して間

もないために消防が非常に慎重な対応を取っている。そのため、急速充電設備に対する各市町村

の消防の理解や認識を高めていく必要がある。 

• 現状では、中小ＳＳ事業者のＥＶ向け充電サービスの導入意向は、投資に見合った効果が見込めな

いなどの理由から、低い割合に留まっている。これを解消していくためには、新たなビジネスモデル

を提示して、中小ＳＳ事業者の充電サービス導入意向を高めることが業界として重要な課題である。 

• 引き続き検討を行い、ＳＳにＥＶが１台も来なくても、儲かる仕組みやビジネスモデルを考えていきた

い。 

 

（2）上記の関連情報の提供（急速充電設備に係る火災予防条例等の取扱いについて） 

① 東京消防庁 予防部 予防課 火気電気係様 

 ～  急速充電設備に係る火災予防条例等の取扱について 

・ ＳＳについては危険物取扱の政令に基づいて取り扱われますが、本日説明する内容は、政令の係

らない駐車場やコンビニ等に関する説明です。 

・ 急速充電器の仕組みを確認すると、２００Ｖの交流電源を変圧器等で昇圧してＥＶへ流すということ

で、一種の変電設備であると判断した。 

・ 変電設備については、火災予防条例の取り扱いが適用されている。変電設備の内、全出力２０ｋW

以上の設備は火災予防条例第１１条（変電設備）の規制をうける。 

・ ところが、火災予防条例第１１条の規制は、変電設備を屋内に設ける時には区画した部屋に設け

ることや、係員以外の人は入れないことになっている。屋外に設置する場合は、建物から３ｍ以上

離しなさいとなっている。急速充電器は、人が扱うことが前提となっており、部屋の中に閉じ込めて

しまうと充電できなくなってしまう。従って、まともに第１１条を適用することが不都合であると考えて

いる。新しい設備であることから条例の想定外であると結論付けた。 

・ 急速充電器を調べると、車両のバッテリーを守っていることや、取り扱う人の安全を考慮した安全

装置が付いていることを前提に作られていることがわかった。従って、一定の安全装置が取り付け

られているものについては、火災予防条例第１１条の規制の適用はしない方向で検討を進めた。 

・ 「特例急速充電設備における基準の特例チェック表」で掲げる特例要件の１２項目を満足していれ

ば火災予防条例第１１条の規制の適用はしないことにした。 

・ 基本的には、電気の入力箇所や充電器内部で異常が発生した時に遮断することや、通常コネクタ

に通電している時には車両から外れないといった安全措置が取られていれば１１条の規制の適用

はしないことにした。 

・ ただし、１２項目の特例を受ける場合には届出が必要である。ＣＨＡｄｅＭＯプロトコルで製作されて

いる急速充電器については、機器に関する３～１２項目について満足している事を製作メーカー

に確認を取っている。これに、電気の基本となる１～２項目の「電気工事士が作業を行う」「可燃性

の恐れのある場所には設置しない」を付け加えた。 

・ 建物内（屋上駐車場含む）に特定急速充電設備を設置した場合は、消防法施行令第１０条、もしく

は火災予防条例第３６条により消火器の設置が必要となり、設置した際には所轄消防署に届出が

必要です。消防用設備等設置届出書、基準の特例適用申請書は当庁のホームページからダウン
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ロードすることができる。 

・ また、「特定急速充電設備における基準の特例チェック表」は、チャデモ協議会、もしくは当庁から

入手できる。東京消防庁は、本特例基準の運用を平成２２年６月１日より開始しますが、既設の設

備においても特例の申請が必要となる。また、本特例基準は、東京消防庁基準であることから、他

の地域で設置する場合は、当該地域の基準に従うことになる。 

・ 既に東京都内に設置している５０台についても、この特例の対象であることから、同様の届出を提

出するよう関係者へ連絡を取っている。 

・ ガソリンスタンドに設置する場合は、本基準によらず、危険物関係法令の規制を受けている。よっ

てこの特例は適用しない。 

・ 急速充電設備を当庁管内に設置する際は、事前に所轄の消防署に相談してほしい。現在、総務

省消防庁でも急速充電器の取扱について検討している。東京消防庁の特例についても、消防庁

へ説明していまが、総務省消防庁の方で一定の見解が出れば「東京消防庁の特例」も、そちらに

併せることになる。それまでの間の暫定適用となる。 

（質疑・応答） 

・ 分離型の急速充電器の場合は、昇圧する機器の部分が特例の対象となる可能性がある。 

・ ＣＨＡｄｅＭＯ方式の場合には、３～１２項目を満足していることは確認していますが、届出にはチェ

ック表の添付が必要です。また、東京消防庁で確認の取れている３～１２項目は、消防署の審査を

省略することができますが、他の項目については審査を実施します。 

・ 特例申請時の添付書類は、設置場所の案内図、設備の配置図、設備の仕様書と外形図（カタログ

等の写しで可）、「特定急速充電設備における基準の特例チェック表」となっている。 

・ 建物の電気設備用として既に消火器が設置されている場合には、その消火器と兼用することが可

能な場合があります。 

・ ＳＳ以外の場所に設置する場合には、急速充電器の管理・監視は不要です。ＳＳ内での取り扱い

については、危険物を取り扱っている部署へ相談してほしい。 

・ 既設の設置者に対して東京消防庁から通達しますが、急速充電器メーカーさんからの連絡の協

力をお願いする。 

・ 東京消防庁の取扱については、全国の消防本部が集まる会議の中で紹介することを予定してい

る。 

 

（３）給油取扱所における急速充電器設置の課題（消防法等） ・・・ 方向性の議論 

・ 当日の議論は、都合により議事録として残さないことになりました。 

 

（４）ＷＧによる検討実施（勉強会の開催）の意思確認等 （整備部会事務局） 

・ 消防法に関するＷＧは、別途調整の上、事務局より連絡します。 

 

３． 次回の検討テーマの確認等 （整備部会事務局）次回の検討テーマの確認等 

・ 整備部会の中で設置を予定しているＷＧの説明。 

・ 参加したいＷＧがありましたら、２週後を目安に事務局へ連絡してください。メンバーが集まったテ

ーマで検討時期が適当なＷＧについては順次立ち上げを行います。また、その成果については、

整備部会で報告していくスタイルで進めたいと考えています。 
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・ 技術部会との仕様書に関する内容ですが、整備部会はインフラ整備に係る課題を検討することに

なります。 

・ 普通充電に関してのガイドラインは、電力中央研究所で作成した「普通充電設備の設置事例」が

ありますが、それ以外は整備部会のＷＧの中で作成することとなります。 

・ 本日プレゼンが行われた実証の結果については、原則として公表いたします。公表の時期は、報

告が完了して条件が整い次第ということになります。また、既に報告が完了している出光興産さま

の報告書については、国会図書館の方へ納入しています。経済産業省の発表した内容は、経済

産業省のＨＰで公開しています。 

・ 急速充電器で課金する場合、電力事業法による売電に当たるのではないかという質問や指摘が

時々あります。充電サービスの対価をｋＷｈで課金する場合は、電力事業法による売電に当たりま

すが、時間で課金するなど違う単位で実施し、サービスとして行う場合は問題ありません。携帯電

話の充電サービスと同様に、電気を売っているのではなくサービスを売ることになっていれば問題

ありません。 

 

以 上 

 


